
第４回新たな地域医療構想等
に関する検討会

令和6年5月27日
公益社団法人日本精神科病院協会

常務理事 櫻木 章司
1

HRARJ
スタンプ



１．精神科医療の現状
精神疾患は、医療計画における５疾病６事業のうちの疾

患のひとつである。
その患者数は、令和２年において５疾患のうち糖尿病

（５７９万人）を超え、最多の６１４万人に上っている。
精神科病院の病床は減少傾向が顕著で、実質的な病床削減
が起こっている。
従来から精神病床については治療機能ごとの病棟機能分

化が進められていたが、令和６年度診療報酬改定において、
地域包括ケア病棟が誕生したため、急性期（救急急性期病
棟）、地ケア病棟（回復期）、精神療養病棟（慢性期）と
いった病棟ごとの機能分化がラインナップされた。
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（参考）傷病別総患者数の推移

資料：厚生労働省「患者調査」より厚生労働省障害保健福祉部で作成

※１）H23年の調査では宮城県の一部と福島県を除いている。

※２）R２年から総患者数の推計方法を変更している。具体的には、外来患者数の推計に用いる平均診療間隔の算出において、前回診療日から調査日
までの算定対象の上限を変更している（H29年までは31日以上を除外していたが、R２年からは99日以上を除外して算出）。
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精神疾患を有する総患者数の推移

精神疾患を有する総患者数は、約614.8万人（入院：約28.8万人、外来：約586.1万人）。

資料：厚生労働省「患者調査」より厚生労働省障害保健福祉部で作成
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精神疾患を有する外来患者数の推移（疾病別内訳）

資料：厚生労働省「患者調査」より厚生労働省障害保健福祉部で作成

精神疾患を有する外来患者数は、約586.1万人。
疾患別では、「気分［感情］障害（躁うつ病を含む）」、「神経症性障害、ストレス関連障害及び身体表現性障
害」、「その他の精神及び行動の障害」の順に多い。
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※１）H23年の調査では宮城県の一部と福島県を除いている。

※２）R２年から総患者数の推計方法を変更している。具体的には、外来患者数の推計に用いる平均診療間隔の算出において、前回診療日から調査日
までの算定対象の上限を変更している（H29年までは31日以上を除外していたが、R２年からは99日以上を除外して算出）。
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精神疾患を有する外来患者数の推移（年齢階級別内訳）

資料：厚生労働省「患者調査」より厚生労働省障害保健福祉部で作成

精神疾患を有する外来患者数は、約586.1万人。
年齢別では、入院患者と比べて、65歳未満の患者の割合が多い。
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※２）R２年から総患者数の推計方法を変更している。具体的には、外来患者数の推計に用いる平均診療間隔の算出において、前回診療日から調査日
までの算定対象の上限を変更している（H29年までは31日以上を除外していたが、R２年からは99日以上を除外して算出）。
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精神疾患を有する入院患者数の推移（疾病別内訳）

精神疾患を有する入院患者数は、約28.8万人。
疾患別では、「統合失調症、統合失調症型障害及び妄想性障害」が最も多いが、減少傾向。

資料：厚生労働省「患者調査」より厚生労働省障害保健福祉部で作成
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※１）H23年の調査では宮城県の一部と福島県を除いている。
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精神疾患を有する入院患者数の推移（年齢階級別内訳）

精神疾患を有する入院患者のうち、65歳以上が約18.5万人（約64％）。

資料：厚生労働省「患者調査」より厚生労働省障害保健福祉部で作成
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※１）H23年の調査では宮城県の一部と福島県を除いている。
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精神疾患を有する入院患者数の推移（年齢階級別内訳）

精神疾患を有する入院患者のピークは高齢化してきており、年齢階級別の入院受療率が経年的に変化している。
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精神病床における入院患者数の推移（在院期間別内訳）

資料：厚生労働省「患者調査」より厚生労働省障害保健福祉部で作成

精神病床における入院患者数は、約27.3万人。
入院期間別では、１年以上入院している患者の数が約17.0万人（約62％）。
５年以上入院している患者の数が、顕著に減少している。
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※１）H23年の調査では宮城県の一部と福島県を除いている。
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１．精神科医療の現状

一方、メンタルクリニックは特に都会で急増しており、
なかには地域の精神科救急に全く参画しない診療所や緊急
性ある新患を優先しないで数分で済ませる再来患者を優先
している診療所、非常勤の医師で回転させチェーン展開し
ている診療所、安易に診断書を乱発する診療所など、さま
ざまな形で社会問題化している。

11



医療機関数及び精神病床数の推移

精神病床を有する病院の数、精神科を主たる診療科とする診療所の数及び精神病床数の推移は、それぞれ以下の
とおり。
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資料：厚生労働省「医療施設調査」より厚生労働省障害保健福祉部で作成
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精神科に従事する医師の数の推移

精神科に従事する医師の数は増加傾向である。

病院、診療所いずれにおいても、同様の傾向。
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資料：厚生労働省「医師・歯科医師・薬剤師調査」及び「医師・歯科医師・薬剤師統計」より厚生労働省障害保健福祉部で作成

（※）複数の診療科に従事している場合の主として従事する診療科と、１診療科のみに従事している場合の診療科である。
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精神科に従事する看護師及び准看護師の数の推移

精神科に従事する看護師及び准看護師の数は横ばいである。

病院、診療所いずれにおいても、同様の傾向。

資料：「精神保健福祉資料」より厚生労働省障害保健福祉部で作成

（※）令和３年度以降は精神科における看護師及び准看護師の数、令和２年度以前は精神科を主科とする患者に関わる看護師及び准看護師の数を指す。

（※）令和５年度の精神病床を有しない医療機関に従事する看護師及び准看護師の数は集計中のため記載していない。

精神科に従事する看護師及び准看護師の数の推移
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精神保健福祉士の登録者数の推移及び就業場所の内訳

精神保健福祉士の登録者数は増加傾向にあり、令和５年度末時点で106,962人。

就業場所としては、福祉施設等（58.3％）、医療機関（26.5％）、行政機関等（11.6％）の順に多い。
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15



２．精神障害にも対応した地域包括
ケアシステムの構築

 「地域生活中心」という理念を基軸としながら、精神障害
者の一層の地域移行を進めるため、地域づくりを推進する観
点から「精神障害にも対応した地域包括ケアシステム」の構
築を目指すとの新たな理念が示された。

精神障害にも対応した地域包括ケアシステムでは、日常生
活圏域ないしは市町村単位での地域精神科医療と日常の医療
（かかりつけ医、有床診療所、地域の連携病院、歯科医療、
薬局）との連携や障害福祉・介護との連携が求められている。
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３．かかりつけ精神科医機能について
令和６年度診療報酬改定において、精神障害にも対応した地域包

括ケアシステムの構築を推進する立場から、かかりつけ精神科医機
能に焦点が当てられた。昨年秋の臨時国会以降、かかりつけ医につ
いての議論が医政局で始まっているが、ここでも精神科医療の特殊
性からかかりつけ精神科医の定義づけが求められるだろう。
かかりつけ精神科医機能とは、
①ケースマネージメントや急性期増悪等の対応、訪問診 療の提
供、他科との連携や身体合併症対応を含む「かかりつけ精神科医機
能」
②地域における連携拠点機能や政策医療への関与といった地域精神
科医療への貢献
③精神科救急医療体制への参画
④協議の場への参画、普及啓発への参画等の精神障害にも対応した
地域包括ケアシステムの構築に資する拠点機能、
等を含む概念としてはどうか。

17



近年の精神保健医療福祉の経緯③

「これからの精神保健医療福祉のあり方に関する検討会」（平成29年２月とりまとめ）では、「地域生活中心」
という理念を基軸としながら、精神障害者の一層の地域移行を進めるための地域づくりを推進する観点から、精神
障害者が、地域の一員として安心して自分らしい暮らしができるよう、「精神障害にも対応した地域包括ケアシス
テム」の構築を目指すことが新たな理念として示された。

安心して自分らしく暮らすために･･･

社会参加、地域の助け合い、普及啓発

住まい

企業、ピアサポート活動、自治会、ボランティア、NPO等

市町村ごとの保健・医療・福祉関係者等による協議の場、市町村

障害保健福祉圏域ごとの保健・医療・福祉関係者等による協議の場、保健所

バックアップバックアップ

バックアップバックアップ

・精神保健福祉センター（複雑困難な相談）
・発達障害者支援センター（発達障害）
・保健所（精神保健専門相談）
・障害者就業・生活支援センター（就労）
・ハローワーク（就労）

病気になったら･･･

医療

お困りごとはなんでも相談･･･

様々な相談窓口
日常の医療：
・かかりつけ医、有床診療所
・精神科デイ・ケア、精神科訪問看護
・地域の連携病院
・歯科医療、薬局

病院：
急性期、回復期、慢性期

介護・訓練等の支援が必要になったら･･･

障害福祉・介護

（介護保険サービス）
■在宅系：
・訪問介護 ・訪問看護 ・通所介護
・小規模多機能型居宅介護
・短期入所生活介護
・福祉用具
・24時間対応の訪問サービス 等

■介護予防サービス

■地域生活支援拠点等

（障害福祉サービス等）
■在宅系：
・居宅介護 ・生活介護
・短期入所 ・就労継続支援
・自立訓練
・自立生活援助 等

都道府県ごとの保健・医療・福祉関係者等による協議の場、都道府県本庁・精神保健福祉センター・発達障害者支援センター

バックアップ

■施設・居住系サービス
・介護老人福祉施設
・介護老人保健施設
・認知症共同生活介護 等

■施設・居住系サービス
・施設入所支援
・共同生活援助
・宿泊型自立訓練 等

日常生活圏域

市町村

障害保健福祉圏域
※ 精神障害にも対応した地域包括ケアシス
テムは、精神障害を有する方等の日常生
活圏域を基本として、市町村などの基礎自
治体を基盤として進める

※ 市町村の規模や資源によって支援にばら
つきが生じることがないよう、精神保健福祉
センター及び保健所は市町村と協働する

通所・入所通院・入院

圏域の考え方

訪問

・自宅（持ち家・借家・公営住宅等）
・サービス付き高齢者向け住宅
・グループホーム 等

訪問

・市町村（精神保健・福祉一般相談）
・基幹相談支援センター（障害）

・地域包括支援センター（高齢）

相談業務やサービスの
コーディネートを行います。

訪問相談にも対応します。

■相談系：
・計画相談支援
・地域相談支援

精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築（イメージ）
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精神障害にも対応した地域包括ケアシステムにおける医療機関の役割

精神障害にも対応した地域包括ケアシステムにおいて、精神障害を有する方等がかかりつけとしている精神科医療
機関に求められる機能が取りまとめられている。

入院、入院外によらず、かかりつけ精神科医機能を有する医療機関においては、かかりつけ精神科医機能の発揮の
ほか、連携拠点機能や救急医療体制への参画等が求められる。

○ケースマネジメント
主治医（かかりつけ精神科医）が、多職種、障害
福祉サービス、行政機関等と連携し、チームを総
括しながらケースマネジメントを実施
○急性増悪時等の対応
日常的なクライシスプランの確認
緊急時の相談対応、医療提供
○訪問診療、訪問看護の提供
○他科連携、身体合併症等への対応

○入院外医療の提供
夜間・休日診療
電話対応
往診、訪問看護 等
○精神科救急医療体制整備事業への参画
病院群輪番型精神科救急医療施設
常時対応型精神科救急医療施設 等の指定

○地域における連携拠点機能
○政策医療への関与
災害対応
医療観察法医療の提供
自殺対策 等

○協議の場への参画
○地域住民に対する普及啓発への参画及び協力
○社会的な機能の発揮
同システムの関係機関への情報発信
研修への関与
精神保健相談への協力 等

①かかりつけ精神科医機能 ②地域の精神科医療への貢献

③精神科救急医療体制への参画 ④精神障害にも対応した地域包括ケアシステム
の構築に資する拠点機能

精神障害を有する方等がかかりつけとしている精神科医療機関に求められる機能

出典：令和３年３月18日「精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築に係る検討会」報告書より抜粋、改変 19



精神科救急医療体制のイメージ

基幹相談支援センター
地域生活支援拠点等

訪問看護事業所

医療機関

保健センター

短期入所等

・かかりつけ精神科医
・かかりつけ医

外来対応施設

精神科救急情報センター

救急医療情報センター等

消防、警察等

他科の医療機関

精神医療相談窓口

※ 精神科救急医療体制連絡調整委員会及び精神科救急医療圏域ごとの検討部会で協議し、地域の実情に合わせて体制を構築する必要がある

※ 精神科救急医療体制整備に係るワーキンググループでの意見、「精神科救急医療体制整備事業の実施について」（令和２年３月４日障発0304第２号）及び「疾病・事業及び在宅医療に係る医療体制について」
（令和２年４月13日医政地発0413第１号）別紙「疾病・事業及び在宅医療に係る医療体制構築に係る指針」を参考に作成

精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの
重層的な連携による支援体制における平時の対応

入院外医療の提供

アクセス上の利便（当事者、家族に身近なところ）を考慮した対応
かかりつけ精神科医等による診療、訪問看護の提供等
地域精神保健や障害福祉サービス等の充実、活用

かかりつけ精神科医等による時間外診療、往診、訪問看護
夜間・休日診療（外来,輪番制）

入院医療の提供

病院群輪番型及び常時対応型による24時間365日対応
入院外医療の提供を担う医療機関等の後方支援（原則、対応要請を断らない）

措置入院・緊急措置入院への対応が可能
身体合併症への対応が可能（連携による面的整備を含む）

※ 必ずしも精神科救急情報
センターを介さない

保健所

保健所、保健センター等による訪問等

精神科救急情報センターでの受け入れ先調整
精神医療相談窓口での相談対応 等

※ 身体合併症対応等

受診前相談

病院群輪番型
常時対応型

身体合併症対応施設

訪問

往診等訪問

精神障害を有する者等
地域住民
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○ 身近な市町村で精神保健に関する相談支援を

受けられる体制を整備することが重要。

○ 精神保健医療福祉上のニーズを有する方が、病状の変化に応じ、保健、医療、障害福祉・介護、居住、就労等の多様なサービスを、身近な地域で

切れ目なく受けられるようにすることが必要。

基本的な考え方

○ 精神保健医療福祉上のニーズを有する方が地域で安心して暮らせる精神保健医療福祉体制を実現するため、市町村等における相談支援体制、第

８次医療計画の策定に向けた基本的な考え方、精神科病院に入院する患者への訪問相談、医療保護入院、患者の意思に基づいた退院後支援、不適

切な隔離・身体的拘束をゼロとする取組、精神病床における人員配置の充実、虐待の防止に係る取組について検討し、今後の取組について取りまと

めた。

関係法令等の改正や令和６年度からの次期医療計画・障害福祉計画・介護保険事業（支援）計画の策定に向けて、次期診療報酬改定・障害福祉

サービス等報酬改定・介護報酬改定等の必要な財政的方策も含め、具体的な改正内容について検討を進め、その実現を可能な限り早期に図るべき。

対応の方向性

精神保健に関する市町村等における相談支援体制

○ 地域における多職種・多機関の有機的な連携

体制の構築が重要。

○ 各疾患等について、その特性を踏まえた医療提

供体制の検討が必要。

第８次医療計画の策定に向けて

○ 人権擁護の観点から、市町村長同意による医

療保護入院者を中心に、医療機関外の者との面

会交流を確保することが必要。

精神科病院に入院する患者への訪問相談

○ 安心して信頼できる入院医療が実現される

よう、以下の視点を基本とすべき。

・ 入院医療を必要最小限にするための予防的

取組の充実

・ 医療保護入院から任意入院への移行、退院

促進に向けた制度・支援の充実

・ より一層の権利擁護策の充実

○ 家族等同意の意義、市町村の体制整備の

あり方等を勘案しながら、適切な制度のあり方

を検討していくことが必要。

医療保護入院

○ 退院後支援については、津久井やまゆり園

事件の再発防止策を契機とした取組ではな

いことを明文で規定した上で、推進に向けた

方策を整理していくことが求められている。

患者の意思に基づいた退院後支援

○ 安心して信頼できる入院医療を実現するには、

患者の権利擁護に関する取組がより一層推進さ

れるよう、医療現場において、精神保健福祉法に

基づく適正な運用が確保されることが必要。

不適切な隔離・身体的拘束をゼロとする取組

○ より手厚い人員配置のもとで良質な精神科医療

を提供できるよう、個々の病院の規模や機能に応

じた適切な職員配置の実現が求められる。

精神病床における人員配置の充実

○ より良質な精神科医療を提供することができるよ

う、虐待を起こさないことを組織風土、組織のスタン

ダードとして醸成していくための不断の取組が重要。

虐待の防止に係る取組

「地域で安心して暮らせる精神保健医療福祉体制の実現に向けた検討会」報告書（概要）
（令和４年６月９日）
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精神障害者における障害福祉サービス等の利用状況

資料：国保連データ（令和５年３月サービス提供分の利用者数まで）を基に障害保健福祉部精神・障害保健課で作成
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居宅介護

重度訪問介護

同行援護

行動援護

重度障害者等包括支援

短期入所

療養介護

生活介護

施設入所支援

自立生活援助

共同生活援助

宿泊型自立訓練

自立訓練（機能訓練）

自立訓練（生活訓練）

就労移行支援

就労移行支援（養成施設）

就労継続支援Ａ型

就労継続支援Ｂ型

就労定着支援

計画相談支援

地域移行支援

地域定着支援

各障害福祉サービス等を利用する精神障害者数の推移
（各年度３月の利用者数）

障害福祉サービス等を利用する精神障害者における
各障害福祉サービス等の利用割合
（令和５年３月の利用者数より）
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療養介護

生活介護
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自立生活援助

共同生活援助

宿泊型自立訓練

自立訓練（機能訓練）

自立訓練（生活訓練）

就労移行支援

就労移行支援（養成施設）

就労継続支援Ａ型

就労継続支援Ｂ型

就労定着支援

計画相談支援

地域移行支援

地域定着支援

就労継続支援（B型）

居宅介護

共同生活援助

計画相談支援

就労継続支援（A型）

就労移行支援

（参考）
主たる障害が「精神障害者」
である障害福祉サービス等利
用者数
309,076人（100％）

22



４．地域医療介護総合確保基⾦の活⽤に
ついて

今後、⼈⼝の⾼齢化や疾病構造の変化によって、精
神科医療における⼊院患者数の減少や⼊院外医療の多
⾓化は避けられない課題として浮上すると考えられる。

医療資源の効率的で有効な転換を図るためには、地
域医療介護総合確保基⾦の活⽤を図る必要がある。
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国

消費税財源活用

市
町
村

市町村計画

（基金事業計画）

都
道
府
県

都道府県計画

(基金事業計画)

基金
※国と都道府県の

負担割合２／３、 １／３
（Ⅰ-2 については国10/10）

申
請

事業者等（医療機関、介護サービス事業所等）

交
付

交付

地域医療介護総合確保基金

交付
提出

交付
提出

申請

地域医療介護総合確保基金の対象事業

都道府県計画及び市町村計画（基金事業計画）

○ 基金に関する基本的事項
・公正かつ透明なプロセスの確保（関係者の意見を反映させる仕組みの整備）
・事業主体間の公平性など公正性・透明性の確保
・診療報酬・介護報酬等との役割分担

○ 都道府県計画及び市町村計画の基本的な記載事項
医療介護総合確保区域の設定※1 ／ 目標と計画期間（原則１年間） ／
事業の内容、費用の額等 ／ 事業の評価方法※2

※1 都道府県は、二次医療圏及び老人福祉圏域を念頭に置きつつ、地域の実情を
踏まえて設定。市町村は、日常生活圏域を念頭に設定。

※2 都道府県は、市町村の協力を得つつ、事業の事後評価等を実施
国は都道府県の事業を検証し、基金の配分等に活用

○ 都道府県は市町村計画の事業をとりまとめて、都道府県計画を作成

○ 団塊の世代が75歳以上となる2025年を展望すれば、病床の機能分化・連携、在宅医療・介護の推進、医療・介護従事者の
確保・勤務環境の改善等、「効率的かつ質の高い医療提供体制の構築」と「地域包括ケアシステムの構築」が急務の課題。

○ このため、平成26年度から消費税増収分等を活用した財政支援制度（地域医療介護総合確保基金）を創設し、各都道府県
に設置。各都道府県は、都道府県計画を作成し、当該計画に基づき事業を実施。

令和６年度予算額：公費で1,553億円
（医療分 1,029億円、介護分 524億円）

Ⅰ-１ 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する事業

Ⅰ-２ 地域医療構想の達成に向けた病床の機能又は病床数の変更に関する事業

Ⅱ 居宅等における医療の提供に関する事業

Ⅲ 介護施設等の整備に関する事業（地域密着型サービス等）

Ⅳ 医療従事者の確保に関する事業

Ⅴ 介護従事者の確保に関する事業

Ⅵ 勤務医の労働時間短縮に向けた体制の整備に関する事業
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